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2000年 • 資料デジタル化を開始。著作権処理を行いインターネットで公開（2～4万冊／年）
2008年 • 資料デジタル化及び利用に係る関係者協議会発足
2009年 • 著作権法改正（NDLで保存目的のデジタル化が明確化﴿
2009～
2011年

• 大規模デジタル化事業実施（2009年度、2010年度補正予算）
図書66万点、雑誌22万点、古典籍7万点、博士論文14万点、官報等のデジタル化実施。

2012年 • 著作権法改正（図書館等への絶版等入手困難な資料の送信が可能に）
2014年 • 図書館向けデジタル化資料送信サービス（図書館送信）開始
2015年 • 災害関係資料のデジタル化（2014年度補正予算）

震災・災害関係の図書約6 万点、雑誌約2 万点のデジタル化実施
2018年 • 著作権法改正（外国の図書館等へも絶版等入手困難な資料の送信が可能に）
2019年 • 外国の図書館等にも図書館向けデジタル化資料送信サービスを拡大

• デジタル化内製の実験プロジェクト開始
2021年 • 国内刊行図書のデジタル化（2020年度補正予算）、資料デジタル化推進室の設置

• 「資料デジタル化基本計画2021‐2025」の策定
• 著作権法改正（特に第31条第3項：絶版等資料の個人（家庭）への送信）
• 国内刊行図書のデジタル化（2021年度補正予算）

2022年 • 個人向けデジタル化資料送信サービス（個人送信）開始
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資料 これまでの取組 インター
ネット公開 図書館送信 館内限定 合計 今年度からの取組

図書
明治期以降、 年までに受け入
れた図書
震災・災害関係資料の一部（
年以降に受け入れたものを含む。）

万点 万点 万点 万点

年までに刊行・受入したもの（対
象：約 万冊）
※官庁出版物は 年以降も含む
※ 年間で 万冊以上のデジタル化を
目指す

雑誌 明治期以降に刊行された雑誌（刊行
後 年以上経過したもの） 万点 万点 万点 万点

刊行後 年以上経過した雑誌
→学協会等からデジタル化要望がある
ものを優先する。

博士
論文

～ 年度に送付を受けた論
文 万点 万点 万点 万点 年度以前に送付を受けたもの。

新聞 （未実施）
試行（日本新聞協会と合意したもの等。
ただし、商用データベース等で提供さ
れているものは対象外。）

その
他

古典籍、地図、官報、録音・映像資
料、憲政資料、日本占領関係資料等 万点 万点 万点 万点 （継続）

新たに、日系移民関係資料を追加

※ 年 月時点の提供点数 万点 万点 万点 万点
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評価要素

•
• インターネット公開や図書館・個人送信が見込まれるか）
•
•
•

対象資料

（外国刊行の日本語資料・日本関係資料も含む）
• ※官庁出版物はそれ以降も含む
•
•
•
•
•

利用提供

•
•
•
•
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2020 3
項目 概要

図書資料のデジタル化 1987年までに整理した国内刊行図書のデジタル化 約45億円
※社会科学分野、人文科学分野の一部（大半が入手困難資料）

デジタル化設備の整備 館内で所蔵資料のデジタル化を行うためのブックスキャナ等導入

全文テキスト化の推進 デジタル化済み資料のOCRによる全文検索用のテキスト化
OCR精度向上に向けた研究開発

電子書庫機能の拡張等 ストレージ増強・国立国会図書館デジタルコレクションの改修

2021 1
項目 概要

図書資料のデジタル化 1987年までに整理した国内刊行図書のデジタル化 約37億円
※人文科学分野、自然科学分野の一部（大半が入手困難資料）

全文テキスト化の推進 視覚障害者向け（読み上げ用）OCR処理プログラムの研究開発

電子書庫機能の拡張等 ストレージ増強・視覚障害者向けの全文テキストデータ提供機能の拡張

⇒
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対象資料 • 絶版等の理由で入手困難な資料
• NDLが入手可能性調査を行い市場で流通していないことを確認

※ただし、漫画・絵本・商業出版による雑誌・管理委託著作物等は除外
• 出版者・著作﴾権﴿者等の申し出により一定の除外基準に該当するものを送信対象から除外

対象施設 • 著作権法31条に規定する「図書館等」
＝公共図書館、大学図書館、国公立博物館・美術館、国公立の研究機関の図書館
公益法人立の図書館（個別指定）、公益法人立の博物館・博物館相当施設

※司書または司書に相当する職員の配置が必要
• 2019年度から外国の図書館にも送信開始（2018年著作権法改正）
• 関係者協議での合意に基づき、NDLによる要件確認・承認が必要

参加館数 国内1,327館＋海外4館（2022年1月4日現在）

2012年 著作権法改正（第31条第3項新設）→図書館等への絶版等
入手困難な資料の送信が可能に （2014年～）図書館送信サービス開始

2018年 同改正（第31条3項）→外国の図書館等へ絶版等入手困難
な資料の送信が可能に （2019年～）外国の図書館等に拡大

2021年 同改正（第31条3項ほか）→個人（家庭）への絶版等入手
困難資料の送信が可能に

（2022年5月）
個人への送信サービス開始（予定）

「国立国会図書館のデジタル化資料の図書館等への限定送信に関する合意事項」に基づき運用
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なぜ コロナ禍で研究者・学生等から来館せず利用できる図書館サービスへのニーズの高まり
⇒出版者協議会、図書館休館対策プロジェクト、日本歴史学協会等からのデジタル化資料公開範囲拡大の要望
⇒「知的財産推進計画2020」「図書館関係の権利制限規定の見直し（デジタル・ネットワーク対応）に関する報告書」

いつ 2022年5月19日開始予定（改正法公布（2021年6月）後1年以内の施行）
だれが 国立国会図書館

なにを 国立国会図書館がデジタル化した資料のうち絶版等により入手困難なもの
⇒図書館送信と同じ範囲（全て国立国会図書館による入手可能性調査及び出版者・権利者等による除外確認を経たもの。ま
た、3月以内に復刊予定のものも除く）

⇒他の図書館から提供された、国立国会図書館未所蔵かつ入手困難なデジタル化資料の提供も可能

だれに 国立国会図書館登録利用者のうち国内在住かつ当該サービスの利用規約に同意した者
⇒氏名・現住所・生年月日が確認できる身分証明書による本人確認が必要。インターネット限定登録利用者除く（要切替！）。
⇒利用者登録は、従来の郵送・来館に加え、2021年5月以降はインターネットでの登録も可能に。

どのように 利用者がID・PWにより「国立国会図書館デジタルコレクション」にアクセス
⇒国立国会図書館オンラインへのログイン時に利用規約への同意が必要。
⇒当面はストリーミング（閲覧）のみ。プリントアウトは2023年1月から開始予定

いくらで 無料

＊「国立国会図書館による入手困難資料の個人送信に関する関係者協議会」で協議
＊2021年4月設置。文化庁と国立国会図書館共催。権利者含む関係団体と有識者から構成
＊2021年12月に「国立国会図書館のデジタル化資料の個人送信に関する合意文書」を公表
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公衆送信
（一部改正法第2条）

個人送信
（一部改正法第1条）

なぜ コロナ禍で研究者・学生等から来館せず利用できる図書館サービスへのニーズの高まり

いつ 改正法公布後2年以内の施行⇒令和5年度 改正法公布後1年以内の施行⇒令和4年5月

だれが 国内の図書館等
（国立国会図書館含む。詳細要件は今後検討）
（「図書館等公衆送信サービスに関する関係者協議会」で協議）

国立国会図書館
（「国立国会図書館による入手困難資料の個人送信に関する関係者協議会」
で協議）

だれに 国内在住の各図書館利用者
（詳細要件は今後検討）

国立国会図書館登録利用者のうち国内在住かつ当該
サービスの利用規約に同意した者

なにを 各図書館が利用者の申込に応じ（入手困難で
ない）資料の一部分をデジタル化したもの
（権利者の利益を不当に害しないよう、対象範囲は今後検討）

国立国会図書館がデジタル化した資料のうち絶版等
により入手困難なもの

どうやって メール等によりファイルを利用者に送信
（要データ流出を防ぐ措置。詳細は今後検討）

利用者がID・PWにより「国立国会図書館デジタル
コレクション」にアクセス

いくらで 実費＋補償金
（補償金の額等は今後検討）

無料
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



（スニペット表示も）

• NDLラボ上の「次世代デジタルライブラリー」で実験後（先週、著作権保護期間満了のデジタル化資料7万点の
全文検索データを追加）、「国立国会図書館デジタルコレクション」で提供（2023.1～）

• 市場で流通しているものを除外のうえ、視覚障害者等用データ送信サービスから提供
（NDLラボ/GitHub）

• CC BYでOCR処理プログラムを公開 ⇒OCRの更なる精度向上へ
• 膨大なテキストデータの提供 ⇒様々な研究活動へ

• 資料中の図版キャプションの自動抽出による「キャプション検索」、1行単位の「類似文章検索」など
⇒NDLラボ上で実験公開



15


GitHub：世界で最もよく使われているオープンデー
タ・プログラムの公開・共有サイト








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 プログラム

• 次世代デジタルライブラリーのソースコード

• 図版の自動抽出プログラム

• 画像検索インデックス作成プログラム

• 見開きページをのど元で分割するプログラム

 データセット

• NDL‐DocLデータセット（資料画像レイアウトデータセット）

• 文字画像データセット（漢字300文字版）

• 文字画像データセット（平仮名73文字版）

• 次世代デジタルライブラリーで本文検索可能なテキストの全データ

• 全国書誌データから作成した振り仮名のデータセット

https://lab.ndl.go.jp/dl/

 2019年3月公開、2020年3月リニューアル

 検索対象：
国立国会図書館デジタルコレクション(https://dl.ndl.go.jp/)で
ウェブ公開している著作権保護期間満了の図書・古典籍資料、約
33万6千点
【本文テキスト】 日本十進分類法(NDC)6類（産業）のみ
【資料中の図版】全て

 本実験サービスにある各種機能は、国立国会図書館デジタルコ
レクション等での実装を目指す

 Chrome、Firefox推奨
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2021年3月策定

⇒

【 】

 （CD/DVD、USBメモリ、フロッピーディスク等）
（主に媒体変換）



 （光ディスク約１9万枚等）

なお、マイグレーション後データは次期デジタルデポジットシステム（2023年1月リリース）の電子書庫（クラウド利用）へ





18

電子書籍・電子雑誌相当の
ファイルをオンライン資料として

切り出し

国立国会図書館オンライン
図書、雑誌、新聞、パ系等

図書、雑誌等

電子書籍・電子雑誌等

インターネット資料

日本が保有する多様な分野
のコンテンツの所在情報を
提供し、オープンに利用可
能なデジタルコンテンツを
検索

当館所蔵資料（デジタ
ル化資料含む）、オン
ライン資料等を検索

文化財
分野

メディ
ア芸術
分野

放送番
組分野

地域
アーカ
イブ

書庫

国立国会図書館
デジタルコレクション

国立国会図書館
インターネット資料
収集保存事業
(WARP)

図書館、博物館、美術館、文書館、企業、
官公庁、地方公共団体、文化施設が保有す

る情報

国内出版物

外国出版物

オンライン資料

ウェブサイト

※納本制度により収集、購
入や寄贈による収集もあり

※主に購入、国際交換等
により収集

※オンライン資料収集制度
により民間発行のオンライ
ン資料を収集、任意提供に
よる収集もあり

※インターネット資料収集保
存事業により公的機関のウェ
ブサイトを収集、民間のウェ
ブサイトは許諾に基づき収集

書籍等
分野

国立国会図書館サーチ

学術研究機関/民間のリポジトリ、
公共図書館蔵書/デジタルコンテンツ

書籍等分野
の情報を提
供

NDLのアーカイブの他、全国
の公共図書館、学術研究機関
等が提供する資料、デジタル
コンテンツを統合的に検索

18
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ジャパンサーチトップ画面
https://jpsearch.go.jp/




（2022年1月現在）


運用主体：デジタルアーカイブジャパン推進委員会・

実務者検討委員会（事務局：内閣府）
システムの開発・運用担当：国立国会図書館



類似のサムネイル画像の検索
ローマ字読みの自動生成



2020

記録・記憶の
継承と再構築

コミュニティ
を支える共通
知識基盤

新たな社会
ネットワーク

の形成

支える

伝える

拡げる

挑む

学び・遊びの体験、キュレーショ
ン活動、ひとも繋ぐ、DAを長く

DAを集約・整理、DA活用方法、
DA構築方法、コンテンツの魅力

デジタル化の推進、ファン層、魅
力あるDA、使いやすいコンテンツ

オープン化、新たな可能性、新た
なネットワーク、社会のDX化


